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第１ 令和３年度（令和３年３月１日から令和４年２月 28 日まで）事業計画に関する書類 

 

１ 事 業 計 画 

(1) 印刷、製版並びに製本 

(2) 印刷物の企画デザイン、写真撮影、写真植字、版下等の製作と販売 

(3) 紙類の販売並びに加工紙の販売 

(4) 印刷物等の配送および管理業務 

 (5) コンピュ－タ－技術教室および文化教室の経営 

(6) 家庭用電気機械機器の販売 

(7) 情報処理に関する業務 

(8) 広告代理業務 

(9) 上記各号に付帯する一切の業務 

 

２ 収 支 計 画 

（単位：千円）     

10,300

10,300

6,000

198,000

153,500

38,500

4,300

100

10,200

科　　　　目 金　　　　額

Ⅰ 税 引 前 当 期 利 益

経 常 利 益

営 業 利 益

Ⅱ 法 人 ・ 住 民 ・ 事 業 税

当 期 利 益

売 上 高

売 上 原 価

営 業 費 用

営 業 外 収 益

特 別 利 益

固 定 資 産 除 去 損
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第２ 令和２年度（令和２年３月１日から令和３年２月 28 日まで）決算に関する書類 

 

１ 事 業 報 告 

（１）事業の経過及びその成果 

印刷業界においては、新型コロナウイルス感染症の影響により、さまざまな行事や催し

などの中止により、印刷物の案件が減少し、同業者間の競争は益々厳しくなっている。 

当社においては、これらに対処すべく親会社であるベスト電器から印刷物受注等の業務

支援を受けるとともに、官公庁及びその外郭団体を含む社外企業への営業活動に注力した

結果、売上高は 1億 9,257万円（前年同期比 13.9％増）、製造原価を含む粗利益高は 4,133

万円（前年同期比 17.9％増）となった。一方、営業費用は、営業力強化を目的とした社員

の採用に伴う人件費の増加等により、3,590 万円（前年同期比 15.3％増）となり、営業利

益は 543万円（前年同期比 38.9％増）、また、受取利息・太陽光売電収入等を加えた経常

利益は 1,021万円（前年同期比 19.0％増）、当期純利益は 1,011万円（前年同期比 19.2％

増）と増収増益となった。 

 

 （２）会社が対処すべき課題 

次期については、引き続き母体企業であるベスト電器やヤマダデンキからの受託業務に

加え、民間企業やその企業が加盟する団体等からの受注拡大、並びに自社印刷効率運営と

各人の生産性向上による利益の改善を図り、当社設立趣旨である障がい者雇用維持と雇用

促進に努める。 
 

（３）事業成績及び財産の状況の推移 
   過去３期間並びに当期の業績及び財産の状況は次のとおりである。  

（壱万円未満切捨） 

項  目 

第 25 期 
（平成 29 年 3 月 

～平成 30 年 2 月） 

第 26 期 
（平成 30 年 3 月 

～平成 31 年 2 月） 

第 27 期 
（平成 31 年 3 月 

～令和 2 年 2 月） 

第 28 期 
（令和 2 年 3 月 

～令和 3 年 2 月） 

売 上 高 14,717万円 15,494 万円 16,906 万円 19,257 万円 

当期純利益 52万円 212 万円 847 万円 1,011 万円 

１株当たり当期純利益 328円 58銭 1,327 円 43銭 5,297 円 96銭 6,318 円 77銭 

総 資 産 18,294万円 18,325 万円 19,209 万円 21,049 万円 

純 資 産 13,396万円 13,608 万円 14,456 万円 15,467 万円 

１株当たり純資産 83,728円 70銭 85,056 円 14銭 90,354 円 11銭 96,672 円 89銭 

 

（注）１. １株当たり当期純利益は、期中平均による発行済株式総数に基づき算出。 

２. １株当たり純資産は、期末発行済株式総数に基づき算出。 
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２  損益計算書（令和２年３月１日から令和３年２月 28 日まで） 

   (単位：円)  

192,573,596

151,234,783

41,338,813

35,900,084

5,438,729

5,798,180

79,755

5,718,425

1,019,426

125,999

893,427

10,217,483

2

10,217,481

107,436

208,500

△ 101,064

10,110,045

そ の 他

科　　　目 金　　　額

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

営 業 外 費 用

そ の 他

経 常 利 益

支 払 利 息

法 人 税 、 住民 税及 び事 業税

特 別 利 益

固 定 資 産 除 却 損

 
 

 

 

３  株主資本等変動計算書（令和２年３月１日から令和３年２月 28日まで） 

 (単位：円)  

別途積立金
繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 80,000,000 35,000,000 29,566,584 64,566,584 144,566,584 144,566,584

事業年度中の変動額

当 期 純 利 益 10,110,045 10,110,045 10,110,045 10,110,045

事業年度中の変動額
合 計

10,110,045 10,110,045 10,110,045 10,110,045

当 期 末 残 高 80,000,000 35,000,000 39,676,629 74,676,629 154,676,629 154,676,629

純資産合計

株　　主　　資　　本

利　益　剰　余　金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
株主資本合計

資 本 金
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４  貸借対照表（令和３年２月 28日現在） 

   (単位：円)   

金　　額 金　　額

円 円 

121,863,706 37,040,585

4,266,898 10,911,542

1,690,581 6,782,479

17,577,435 9,687,327

1,720,615 218,000

2,421,988 82,000

248,625 5,063,316

696,990 169,340

865,813 3,000,000

92,374,761 1,126,581

88,636,087 18,782,579

51,849,402 15,473,776

12,518,149 2,854,013

11,941,809 454,790

516,493 55,823,164

20,301,932 円 

2 154,676,629

3,086,017 80,000,000

3,485,000 74,676,629

28,643,493 74,676,629

28,306,293 35,000,000

291,200 39,676,629

46,000 154,676,629

投資その他の資産 8,143,192

8,143,192

210,499,793 210,499,793

構 築 物 負　債　合　計

資 本 金

科　　　目 科　　　目

支 払 手 形

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 事 業 税

未 払 消 費 税 等

預 り 金

賞 与 引 当 金

リ－ス債 務（ １年 内）

（純資産の部）

車 輌 運 搬 具

繰 越 利 益 剰 余 金

機 械 装 置

固 定 負 債

（負債の部）

流 動 負 債

そ の 他 利 益 剰 余 金

資 産 除 去 債 務 長 期

長 期 繰 延 税 金 負 債

リ ー ス 債 務

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

純 資 産 合 計

借 地 権

差 入 保 証 金

資　産　合　計

什 器 備 品

無 形 固定 資産

電 話 加 入 権

ソ フ ト ウ ェ ア

別 途 積 立 金

負債及び純資産合計

リ － ス 資 産

製 品

原 材 料

仕 掛 品

前 払 費 用

未 収 金

関 係 会 社 短 期 貸 付 金

固 定 資 産

有 形 固定 資産

建 物

建 物 附 属 設 備

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

（資産の部）
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５ 監 査 役 の 意 見 

各監査役は、令和２年３月１日から令和３年２月 28 日までの第 28 期事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について

監査しました結果、計算書類及びその附属明細書は、会社の財産及び損益の状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認めます。 

 

第３  役員名簿 （令和３年６月１日現在） 

役 職 名 氏  名  備       考 

代表取締役 原 田 敏 文  

常務取締役 阿比留 周 一  

取締役 加 藤 博 司 (株) ベスト電器 執行役員管理副本部長 

取締役 高 橋 千 明 
(株) ヤマダホールディングス 人事総務本部 

人事部理事 

取締役 細山田 成寿  

取締役 大 曲 昭 恵 福岡県副知事 

取締役 荒 瀬 泰 子 福岡市副市長 

監査役 中 島 徹 也 福岡県福祉労働部労働局長 

監査役 舟 越 伸 一 福岡市保健福祉局長 

監査役 山 田 浩 之 (株) ヤマダ電機 執行役員補監査室監査二部長 
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